
　商工費…1.3％　357,570 千円
　議会費…0.9％　250,645 千円
　予備費…0.1％　40,000 千円
　　災害復旧費…0.1％　23,782 千円
　　労働費…0.0％　1,866 千円

農林水産業費…3.0％
804,034 千円
消防費…4.8％
1,289,068 千円

民生費…30.8％
8,268,467 千円

総務費…12.7％
3,405,962 千円

教育費…11.7％
3,141,991 千円

公債費…11.0％
2,958,636 千円

土木費…9.5％
2,552,449 千円

諸支出金…8.0％
2,144,899 千円

衛生費…6.1％
1,640,631 千円

民生費…30.8％
8,268,467 千円

総務費…12.7％
3,405,962 千円

教育費…11.7％
3,141,991 千円

公債費…11.0％
2,958,636 千円

土木費…9.5％
2,552,449 千円

諸支出金…8.0％
2,144,899 千円

衛生費…6.1％
1,640,631 千円

人口68,880人（平成 25年３月１日現在）

　市税は、68億7,500万2,000円で前年
度と比べ、２億3,600万3,000円（3.6％）
の増の見込みです。地方交付税89億円の
うち78億円の普通交付税は、前年度と同
額。11億円の特別交付税は、東日本大震

　一般会計当初予算における目的別歳出で
は、民生費が最も多く、全体の30.8％と
なっています。児童手当の支給や福祉サー
ビスに充てられます。続く総務費は全体の
12.7％、庁舎管理やコミュニティバスの

災復興交付金関連事業の執行により増額することを見込
み、前年度と比べ２億円（22.2％）の増額としています。
国庫支出金は、前年度と比べ２億4,680万9,000円（9.8％）
の増。国庫支出金の主なものは、児童手当負担金、障害者
自立支援給付費等負担金、生活保護費負担金、社会資本整
備総合交付金などです。県支出金は前年度と比べ、５億
3,697万2,000円（26.0％）の減額としました。

運営などに充てられます。教育費は11.7％で小中学校の
改修・改築などに充てられます。公債費は借入金の返済で、
昨年の30億9,279万7,000円と比べ１億3,416万1,000円

（4.3％）の減となっています。土木費は9.5％で被災者の
住宅再建支援、道路排水路の整備などに充てられます。

歳出 歳入

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

使用料及び手数料…1.6％
417,484 千円

自動車取得税交付金…0.5％
120,000 千円
地方特例交付金…0.1％
24,000 千円

繰入金…2.8％
763,356 千円

分担金及び
負担金…2.6％
702,008 千円

地方消費税
交付金…2.4％
650,000 千円

使用料及び
手数料…1.5％
393,160 千円

繰越金…1.5％　400,000 千円

地方譲与税…1.3％　346,000 千円

諸収入…1.1％　290,860 千円

自動車取得税交付金…0.4％
120,000 千円

その他…0.2％　62,371 千円

地方交付税…33.1％
8,900,000 千円

市税…25.6％
6,875,002 千円

市債…11.4％
3,070,300 千円

国庫支出金…10.3％
2,756,876 千円

県支出金…5.7％
1,526,067 千円

地方交付税…33.1％
8,900,000 千円

市税…25.6％
6,875,002 千円

市債…11.4％
3,070,300 千円

国庫支出金…10.3％
2,756,876 千円

県支出金…5.7％
1,526,067 千円

一般会計

歳入
268億8,000万円268億8,000万円

一般会計

歳出

民生費
120,000円

総務費
49,400円

教育費
45,600円

公債費	 43,000円
土木費	 37,100円
諸支出金	 31,100円
衛生費	 23,800円
消防費	 18,700円
農林水産業費	 11,700円
商工費	 5,200円
そのほか	 4,600円
※100円未満四捨五入

市税の内訳市民１人当たりに使われるお金の内訳

法人市民税
509,539千円

市たばこ税	 505,578千円
都市計画税	 234,559千円
軽自動車税	 151,913千円
入湯税	 7,018千円
特別土地保有税	 120千円

市民１人当たりが納める市税 
100,000円　※1,000円未満四捨五入

（市税予算額6,875,002千円÷人口68,880人）

市民１人当たりに使われるお金 
390,000円　※1,000円未満四捨五入
（一般会計予算額268億8,000万円÷人口68,880人）

固定資産税
2,693,316千円

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税
個人市民税

2,772,959千円

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税
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予算の規模
年度　

　会計名

平成25年度
当初予算
①

平成24年度
当初予算
②

比較増減
増減額

①−②　③
増減率
③/②

一般会計 26,880,000 26,520,000 360,000 1.4％

特別会計

国民健康保険事業
(事業勘定) 9,360,000 9,140,000 220,000 2.4％

国民健康保険事業
(施設勘定) 92,000 54,000 38,000 70.4％

後期高齢者医療 468,000 476,000 △8,000 △1.7％
介護保険事業 4,507,000 4,281,000 226,000 5.3％
下水道事業 733,000 607,000 126,000 20.8％
農業集落排水事業 53,000 52,000 1,000 1.9％
小計 15,213,000 14,610,000 603,000 4.1％

企業会計

水道事業
（収） 1,429,777 1,441,251 △11,474 △0.8％
（資） 304,720 477,928 △173,208 △36.2％
計 1,734,497 1,919,179 △184,682 △9.6％

病院事業
（収） 36,002,834 35,889,469 113,365 0.3％
（資） 4,373,523 4,699,073 △325,550 △6.9％
計 40,376,357 40,588,542 △212,185 △0.5％

小計 42,110,854 42,507,721 △396,867 △0.9％
合計 84,203,854 83,637,721 566,133 0.7％

　
本
市
の
税
収
は
、
制
度
改
正
に
伴

う
個
人
市
民
税
の
増
な
ど
に
よ
り
、

市
税
全
体
で
は
増
収
が
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
。
ま
た
地
方
交
付
税
で
も
復

興
交
付
金
事
業
の
実
施
に
よ
り
特
別

交
付
税
の
増
額
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

し
か
し
、
地
方
譲
与
税
や
地
方
消
費

税
交
付
金
が
直
近
の
実
績
な
ど
か
ら

減
額
と
な
る
見
込
み
で
あ
り
、
歳
入

全
体
の
見
通
し
は
楽
観
視
で
き
な
い

状
況
に
あ
り
ま
す
。

　
歳
出
は
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の

復
興
や
災
害
に
強
い
地
域
づ
く
り
、

ま
た
人
口
減
少
対
策
の
ほ
か
、
社
会

保
障
関
係
費
を
は
じ
め
と
す
る
義
務

的
経
費
な
ど
、
多
く
の
財
政
需
要
が

見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
本
年
度
の
予
算

編
成
は
、
災
害
に
関
す
る
国
・
県
補

助
金
や
市
債
お
よ
び
基
金
を
活
用
し
、

ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
復
興
へ
の
取

り
組
み
を
進
め
る
と
と
も
に
、
人
口

減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
定
住
促
進

や
子
育
て
支
援
策
の
拡
充
な
ど
を
、

最
優
先
課
題
と
し
て
取
り
組
む
も
の

で
す
。
ま
た
合
併
後
７
年
を
経
過
す

る
こ
と
か
ら
、
国
の
財
政
支
援
の
終

期
を
見
据
え
、
よ
り
一
層
簡
素
で
効

率
的
な
行
財
政
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し

て
い
き
ま
す
。
併
せ
て
市
民
福
祉
の

向
上
の
た
め
、
基
本
計
画
の
諸
施
策

を
バ
ラ
ン
ス
よ
く
展
開
し
、
本
市
の

一
体
性
の
確
立
と
均
衡
あ
る
発
展
を

目
指
す
こ
と
を
基
本
と
し
て
い
ま
す
。

用
語
の
解
説

一
般
会
計
／
市
の
基
本
的
な
行
政

を
行
う
た
め
の
会
計
。
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
ほ
と
ん
ど
が
、
こ
の
一
般

会
計
で
賄
わ
れ
ま
す
。

特
別
会
計
／
国
民
健
康
保
険
の
よ

う
に
、
特
定
の
収
入
を
特
定
の
支

出
に
充
て
て
事
業
を
行
う
場
合
な

ど
に
、
一
般
会
計
と
区
分
し
て
経

理
す
る
会
計
。

企
業
会
計
／
地
方
公
共
団
体
が
経

営
す
る
独
立
採
算
を
原
則
と
す
る

事
業
を
経
理
す
る
会
計
。

地
方
交
付
税
／
財
源
の
少
な
い
地

方
公
共
団
体
で
も
一
定
の
水
準
の

行
政
運
営
が
で
き
る
よ
う
、
国
か

ら
交
付
さ
れ
ま
す
。

地
方
譲
与
税
／
い
っ
た
ん
国
税
と

し
て
徴
収
さ
れ
、
そ
の
後
市
町
村

に
譲
与
さ
れ
る
税
。
地
方
揮
発
油

譲
与
税
や
自
動
車
重
量
譲
与
税
な

ど
。

�

国
・
県
支
出
金
／
市
が
行
う
特
定

の
事
業
に
対
し
て
国
や
県
か
ら
交

付
さ
れ
ま
す
。

分
担
金
及
び
負
担
金
／
市
が
行
う

特
定
の
事
業
経
費
に
充
て
る
た
め
、

特
別
に
関
係
の
あ
る
人
か
ら
徴
収

す
る
も
の
。

市
債
／
学
校
や
道
路
な
ど
を
整
備

す
る
た
め
の
財
源
と
し
て
、
市
が

借
り
入
れ
る
も
の
。

一
般
会
計
予
算
は

２
６
８
億
８
、
０
０
０
万
円

　
平
成
25
年
度
の
当
初
予
算
が
市
議
会
第
1
回
定
例
会
で
決
ま
り
ま
し
た
。
予

算
の
総
額
は
８
４
２
億
３
８
５
万
４
、
０
０
０
円
で
、
前
年
度
と
比
べ
５
億
６
、

６
１
３
万
３
、
０
０
０
円（
０
・
７
％
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
内
訳
は
一
般
会
計
が
２
６
８
億
８
、
０
０
０
万
円
、
特
別
会
計
は
５
会
計
を

合
わ
せ
て
１
５
２
億
１
、
３
０
０
万
円
、
企
業
会
計
は
水
道
事
業
と
病
院
事
業

の
２
会
計
を
合
わ
せ
て
、
４
２
１
億
１
、
０
８
５
万
４
、
０
０
０
円
で
す
。

予算特集

25年度
当初予算
平
成

問
い
合
わ
せ
先

財
政
課
財
政
班

☎
62
‐
５
３
１
６

※企業会計欄の（収）は収益的支出、（資）は資本的支出です。

（単位：千円）
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